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2) R. L. HaU and C. J. Hitch，“Price Theory and Business Behav旧 r，"Oxfl町 dEconomic 
Papers， :jI 2 (May， 1939)，開 12-45.
3) Ch届 terI. Bamard， The Functi凹 15of the Executive. Harvard Univ. P回目.1938 
山本安政郎，田#競，飯野春樹訳『新訳睦嵩者の役割』〆イ γモンド社，昭和43年.
4) パー ナ ドは彼の組織論を一般経済学として展開する志を懐きながら完成しなかったと考えら
れる.パーナードは「誘因の経済を完全に説明するにはー弛経済理論の観点から書雪改めて再現
することが必要であろうが，乙こはかような説明をすべき場所ではない」。という Ib試， p. 154句
訳160ベージ.筆者は下記稿 (1974年)において組織田経済学の基本的概意を展開したが，本摘
はそ白続編止して目樺関数設定と企業経詩学との比較に重点を置し山田保 f稿) i組織の経済




















5) 飯野春樹〈稿) ，パー ナー ドにおける個人主義去全体キ義J ~関西大学商学論集 1 第18，嘗，第
4， 5， 6合併号，関西大学商学会，昭和49年2月， 283-314ベージ審照。







刊現代経済I1973年10月， 65ベー ジE これは，下記に再録されていあ o i企業行動目的J [集団
の経済行動第4回) I寵済セミナーINo. 234， 1974年7月， 60へー の。
7) “Functions，" pp. 245-246，訳252ベ-0.













組織参加者の成員 i(i=l， 2." P， Pは成員数〕の t期 ('=1，2"∞うの貢献





t期における参加者全員の正味誘因の総和 CU，)は非負の定数 Aι を導入し，
P 
(1) U，= L: AιU;! 
Lは効用の重みずけである。
組織は永続的危存在であるから，長期的な U，が求められる。 ζれを Q と
する。また組織の割引率を η とすれば
8) パー 十一ドは「経埠瞳の睦済は一一ー その組織が与える劫用のプー ルであるJ といっているロ
Ibid.， p.243，訳253ベ ジ。なお本稿でいう効用の余剰と企業経済学でいう抽用の余剰とは異る
ことが理解されるであろう。
組j織の経済学と目標関数 (129) 31 
(2) Q=EU=2-2L←9) 


























Herbert A.白mon，Models of man， John Wiley & Sons， 1957， Chapt町 10，A Com-
伊 n田 nof Organization Th明 n問即 172-177，宮沢光一監訳「人間行動自宅ヂル』同文輯
昭和45年，第四章組織論の比較，担6-337ベター
10) この重参加者をパ ナ ドは限界重参加者という。“Funct回 rlS，"p. 44，訳45ベ ジ。











為には組織の目標関数 Q の増大に協力する必要がある。 Qを大きくすること
はどの参加者にとっても好ましいものであり，そこに協働が生じ調和の関係が
もたらされる。

























いま t期 (t=l，2，ー∞〉の利益を E，とする。問題を簡単にする為に利益は
留保されず全部配当されると仮定する。 L'たがって E，は同時に t期の配当















34 (132) 第 116巻第3.4号
められる。 Lたがってこれの現在価値の合計は C となる。
L，二丸・C
L;-，止」ー-2aw p 
，- 11 (1十k，) 出 l(l+k，)-V 
















ければならない。 これを U，と区別するために U本とする tは省略する。






























また内部への留保分を Z とすれば U米は参加者の正味誘困と留保とよりな
る古〉ら
36 (134) 第 116巻第3.4号



























組織の経済学と目標関数 (135) 37 



















































的組織体が形成されて， それに対抗するという埋論 Jo1mKenneth Galbr白血.American 
Cゆitalism，1952，参照。
15) 占部都美『迂代管理学の展倒』有聖調，昭和41年.16&-1町ベ ジ。
16) Richard M. Cyert田 dJames G. March. A Behavioral Theory of the Firm， Prentice 
Hall， 1963， p.36 松田武彦，井上恒夫訳『企業行動理論』ダイヤモソド社，昭和42年.54ベー
シ

























17) lb山i.，p. 38，訳日へー ジ。
18) IbUl.， p. 37-38，訳.56へ一六
19) Ibid.. p. 38，訳56ヘシ。






















5-b， 5τ〕式はマイナλ となってはならない。 マイナλ になるという ζ とは，
企業が将来にわたって，その正味資産に対して正常な利益をあげ得ないと投資
家が予想している ζ とを意味する。しかるに現在の株式市場において多くの企
業では W がマイナスである。すなわち， 1株当りの正味資産が株価よりも高
〈なっている。と〈に土地の含み資産の大きい企業では株価が1株当りの正味
資産の数分の 1といった企業がかなり存在する21)のそれにもかかわらず.企業




















































































25) 日経産業新聞，昭和48年10月16日.17日.1回社の社会的貢献度のラソキ γ グを発表している.
44 (142) 第116巻第3・4号
IX むすび
ノミーナードの組織論は参加者の協働関係を中心的課題とし， と〈にその経済
的側面を組織均衡理論とした。本稿においではさらに組J織の経済学として展開
し，目標関数を作成し，企莱経済学と対比させることとした。組織の経済学に
は組織参加者の協働と対立，調和と勢力関係が，弁証法的に考察されている。
エュ一トンの運動法則〔古典力学〉が運動速度が遅いときにのみ妥当する特殊
理論としてアインシ=タイ Yの相対性原理に包摂されるように，企業経済学も
企業家(出資者〉が特に勢力の強い参加者〈支配者〉としての特殊理論であり，組
織の経済学に包摂されるのである。古典力学が地球的スケーノレではともか<. 
光速度に近い運動速度の記述を必要とするマクロ， ミクロのスケーノレでは妥当
Lないように，企業経済学も小規模企業が主体である自由競争経済ではかなり
の記述性を有するが.現在のように大規模企業を主体とする産業経済を説明す
るには不可能な現象が多い。本稿においては，証券市場における投資家の行動
や配当政策，労働市場における賃金格差と賃金の変動，および経営者の社会的
責任論において，企業経済学では説明できない現象が，組織の経済学では説明
可能であることを示した。
アダム.7.ミスの「利己心」や 1国民主義」はバーナードによって「利己心
と利他心J. 1個人主義と全体主義」として弁証法的に統一されることとなった。
スミスの「自由放任」を否定したケイ γズ理論よりも一層革命的な理論である
と考えられる。
